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研究成果の概要（和文）：本研究では、将来、メガ津波を発生させる可能性のある代表的な震源域を常に広くカ
バーするように飛行している民間航空機に注目し、それらを利用した正確かつ迅速な津波数値予報システムの構
築の可能性を検討してきた。近未来に発生が予想される南海トラフの巨大津波を対象にした数値実験では、航空
機観測によって津波の初期波源分布が精度よく推定できることがわかった。
　実際に、この予測手法を2010年3月に九州西方沿岸域を襲った気象津波の事例に適用し、その有効性を調べた
ところ、東シナ海を九州西方沿岸域に向かって伝播する気象津波の実態把握に十分適応できることがわかった。

研究成果の概要（英文）：In this study, we have focused on continuously flying commercial aircraft 
covering a wide range of representative epicenter areas where mega-tsunamis may occur in the future,
 and evaluated the capability of an aircraft observations in accurate and rapid tsunami prediction. 
Numerical experiments of the Nankai Trough mega-tsunami, which is expected to occur in the near 
future, have shown that the initial wave source distribution of the tsunami can be accurately 
estimated by aircraft observations.
　We also applied this method to the case of a meteo-tsunami that actually struck the western coast 
of Kyushu in March 2010, and found that the method was sufficient to capture the actual waveform of 
a meteo-tsunami propagating in the East China Sea toward the western coast of Kyushu.

研究分野：海洋物理学

キーワード： メガ津波　民間航空機　南海トラフ　電波高度計　高精度津波予報システム

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は、津波の迅速かつ高精度な予測の実現に向け、民間航空機を利用して震源に近い沖合で発生直後の津
波を直接捉える新たな観測方法の可能性を検討した意欲的な研究である。
　実際、仮想的な数値実験の結果から、この手法は近未来に発生が予想される南海トラフでの巨大津波の予報
や、九州西方沿岸域にしばしば襲来する気象津波「あびき」の予報に向けて非常に有用なものであることが示さ
れた。今後解決すべき問題も多いが、民間航空機による津波予測が可能となれば、日本のみならず世界各地で発
生する地震津波の早期検知が可能となり、津波被害の著しい低減につなげていけるものと期待できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
我が国は世界でも有数の地震発生数の多い国であるが、地震に伴って引き起こされる津波に
関しては高精度な予測が行われているとは言い難い状況である。現在、地震が発生した際に気象
庁が発信する津波予報は、あらかじめ代表的な断層における地殻変動を様々に仮定して津波の
シミュレーションを行っておき、このデータベースの中から、実際に起きた地震の震源の位置や
規模に対応する計算結果を取り出す方法を用いている。しかしながら、震源域が広域にわたるマ
グニチュード 9 クラスの巨大地震では、津波の発生原因となった地殻変動を即座に特定するこ
とは難しい。そのため、メガ津波の予報精度は、マグニチュード 8以下の地震による津波に比べ
て極めて低いのが現状である。 
実際、平成 23年東北地方太平洋沖地震(東日本大震災)では津波発生後、合計 3度にわたって
津波警報が修正され、最終的に正確な津波高の予報値が発令された時は既に遅く、未曾有の大災
害につながってしまった。将来、発生が予想される南海トラフ地震は、上述した東日本大震災と
同規模の地震が想定されているが、その震源域の陸域からの近さを考えれば、津波予報の迅速性
は生死を分ける重要なファクターとなる。 
研究開始当初、研究代表者が機構長を務めていた東京大学海洋アライアンス機構は航空機に
よる海面高度観測を実施し、世界中の外洋を航行する多数の航空機を巨大津波の観測プラット
フォームとして利用できる可能性を示した。この結果により、津波発生直後、できる限り沖合で
民間航空機によって津波の空間パターンの観測が可能となれば、より迅速かつ高精度な津波予
報が可能となるのではないかと考え、本研究を着想するに至った。 
また、九州西方沿岸域にしばしば襲来する気象津波「あびき」は、観測機器設置の困難さなど
からその予報が実現できておらず、被害の甚大さに鑑みて予報システムの構築は喫緊の課題と
して残されてきた。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、震源モデルに頼らない迅速かつ正確な津波予報システムの開発である。 
津波予報の精度を高めるためには、津波の高さだけではなく、その時空間スケールの正確な把
握が必要である。これを実現するため、本研究では、将来メガ津波を発生させる可能性のある代
表的な震源域を常に広くカバーするように飛行している民間航空機の存在に注目し、航空機搭
載レーダーを使用した沖合での津波「初期波形」の検知と、その情報を組み込んだ超高速計算機
による津波伝播計算を組み合わせた「迅速かつ高精度な津波予報システム」構築の可能性につい
て検証する。 
また、この手法を用いることで、気象津波「あびき」の予報可能性に向けても検証する。 

 
３．研究の方法 
(1)実際に過去の発生した地震の震源モデルを用いて、津波の発生から、その伝播、陸域遡上ま
での数値シミュレーションを行うことで「仮想津波」のデータを作成する(図 1a)。 
(2) (1)の「仮想津波」の発生時
刻を様々に設定した上で、その
発生域上空を航行する複数の民
間航空機によって、その直下の
海面高度が観測されたと仮定す
る。この空間離散的なデータを
適宜補間して作成した「初期波
形」をスーパーコンピューター
に組み込むことで、その伝播、
陸域遡上などに関する高速数値
計算を行う(図 1b)。その際、航
空機観測によって連続的に得ら
れる 1 分平均の海面高度データ
を数分間にわたって計算結果に
同化させることで計算結果の精
度を上昇させる。 
(3) (2)の数値計算により得られた結果が(1)の「仮想津波」によるものと、どの程度合致してい
るか調べることで、民間航空機を利用した正確かつ迅速な津波数値予報システムの構築の可能
性を検討していく。 
(4) 上記の結果を、近未来に発生が予想される南海トラフ地震に伴う津波に適用し、津波観測の
有効性について検証するとともに、九州西方沿岸域の気象津波「あびき」の過去の事例に適用し、
その予測可能性に関するアセスメントを行う。 
 

図１ (a)：過去の震源モデルを用いた｢仮想津波｣の発生/伝播/陸域遡上の数値シミュレ
ーションの一例。(b)：(a)の津波発生域の上空を飛ぶ複数の航空機により得られた海面
高度データを空間補間することで得た｢津波初期波形｣を数値モデルに組み込んだシミ
ュレーションの一例。 



４．研究成果 
(1)航空機を利用した津波観測の有効性の検証 
近未来に発生が予想される南海トラフの巨大津波を対象に、中央防災会議が設定した南海ト
ラフ津波の初期波源を数値モデルに与えて数値シミュレーションを行った。その結果を「真の解」
として取得するとともに、この数値モデル内で複数の航空機
を実際の航路に沿って移動させることで仮想的な海面高度観
測データを取得した。次に、このデータを使ってインバージ
ョン解析(e.g.Inazu et al., 2016)を行い、推定した初期波
源に基づく津波シミュレーションの結果と真の解との比較か
ら津波の予測精度を検証した。 
図２は、数値シミュレーションのモデル領域および｢真の
解｣として設定した南海トラフ津波の初期波源の海面高度分
布(中央防災会議, 2012)である。また、航空機位置情報サー
ビス である Flightradar24(https://www/flightradar24. 
com)から入手した 2018 年 7 月 29 日 12 時(日本時間)に南海
トラフ沖に存在する航空機(80 機)の位置とそこから 10 分間
の航路、既存の津波観測点(ケーブル式津波計、GPS 波浪計)
も併せて示した。 
図３は、図１に示した航空機の航路に沿って得られた津波
発生後 10 分間の海面高度データのインバージョン解析から
推定した初期波源分布である。図 2と真の解である図１との
相関係数は 0.92 となり、航空機観測によって初期波源分布
が精度よく推定できていることがわかった。 
また、沿岸に到達した津波の最大波高分布に関しても、航
空機観測で推測した初期波源から予測した分布と真の解の分
布の相関係数は 0.97 と高く、特に、航空機交通量が多い昼間
には、既存の津波観測網に比べて、より短時間で沿岸波高分
布を高精度予測できることが確認できた。 
さらに、データ同化の手法により、航空機観測データによ
って津波の予想精度がどの程度向上するかを調べた。まず、前項と同じく中央防災会議が設定し
た南海トラフ津波の初期波源を用いた数値モデル内で複数の航空機(計 65 機)を実際の航路に沿
って移動させ、仮想的な海面高度観測データを取得した。次に、既存の観測点(DONET と GPS 波
浪ブイ)による 10 分間の仮想観測データのインバージョン解析から推定した初期波源を用いた
数値シミュレーションに、前述した航空機による仮想観測データを 10 分間同化させることで、
予測精度がどの程度向上するかを調べた。その結果、航空機データを同化させることで、予測精
度は 66.8%から 86.7%へと大きく向上することが示された。 
 
(2)気象津波の増幅機構の解明と予測可能性の検討 
2010 年 3 月に九州西方沿岸域で発生した｢あびき｣は、長崎湾や枕崎湾で共に全振幅 1m を超え
る水位変動をもたらした。この事例について、気象観測データから、微気圧擾乱は、東シナ海上
空約 500km を 30m/s の一定速度で東南東方向に伝播すると仮定し、両湾における海面変動を数
値的に再現した。その結果、第 1 の増幅は、微気圧擾乱と海洋波がカップリングする Proudman
共鳴によって東シナ海上で発生しており、最大波高は 0.2m 程度に達した。第 2の増幅は沿岸域
で発生しており、それぞれの湾の沖合に存在する特徴的な陸棚地形が重要な役割を担っている
ことがわかった。さらに、それぞれの湾付近のみを切り出した領域で、理想的なフォーシングを
与えて振動特性を調べた。長崎湾では、西側・北側に広がる五島列島と平戸島などの地形、枕崎
湾では、湾南側で東西に広がる陸棚の東端に位置する開聞岳を含む岬の存在により、それぞれの
湾の共鳴周期(長崎湾では～30分、枕崎湾では～12分、～16分)を持つ海洋波が持続的に入射し、
その結果、湾口付近では 3倍程度まで水位振動の振幅が
増幅されることが明らかになった。 
気象津波を早期に検知し予測する方法については、こ
れまで様々に検討がなされてきたが実現には至ってい
ない。本研究では、その解決策の 1つとして、航空機に
搭載したレーダーによって沖合の顕著な気象津波を検
知することで、沿岸域で水位振動の増幅が開始する前に
｢あびき｣を予測することが可能かどうか検討を行った。 
Flightradar24(https://www/flightradar24.com) に
よると、東シナ海には、五島列島上空を通過する経路(北
ルート)と薩摩半島上空を通過する経路(南ルート)の 2
つの東西ルートが存在する(図 4)。航空機に搭載されて
いる高度計の精度(7-10 ㎝, Hirobe et al., 2019)を考
慮すると、Proudman 共鳴により十分に増幅された後の気
象津波であれば、その空間構造を捉えることが可能であ

図２: 南海トラフ津波の初期波源の海面高度
分布(陰影)。2018 年 7 月 29 日 12 時(日本時
間)の南海トラフ沖の航空機の位置(三角印)と
10 分間の航路(破線)、および既存の津波観測
点の位置(丸印)。 

図３: 図 1 に示した複数の航空機の航路に沿
って得られた 10 分間の海面高度データのイン
バージョン解析によって推定された津波の初
期波源の分布。 

図４:東シナ海の大陸棚上を東西に横断する
航空機の航路（上:北ルート 下：南ルート）。



るため、これらの航路上の海面高度を航空機から観測することで気象津波の伝播に関する情報
が得られる。 
そこで、2010 年 3 月に発生した気象津波の事例において、現実的な航路上を一定速度(東向き
の場合は 900km/hour、西向きの場合は 700km/hour)で移動させた仮想的な航空機が観測する波
形を記録し、複数機体で記録したデータの差異から海洋波の伝播方向、波長を推定した。その結
果、2 本の航路が近接し始める男女群島付近では、このデータ解析により、それぞれ-3°(東南
東方向)、45Km と、いずれもシミュレーションと整合的な値が得られ、東シナ海を九州西方沿岸
域に向かって伝播する気象津波の実態の把握が十分可能であることが示された。気象津波の実
態が検知される男女群島付近(仮想観測地点)から九州西方沿岸域に到達して各湾内で水位振動
が開始するまでに約 1 時間の猶予があることから、この間に住民への避難警報などの発令は十
分可能である。これらの結果から、東シナ海の東端で、航空機により早期に気象津波を検知する
ことができれば、長い間の懸案であった｢あびき｣の予測システムの実現は可能であることが示
された。 
 
本研究の成果は、津波の早期かつ高精度予測に非常に有用であると考えられる。民間航空機に
よる津波予測が可能となれば、我が国のみならず世界各地で発生する地震津波に対しても早期
検知が可能となり、津波被害の著しい低減につながるものと期待できる。しかしながら、民間航
空機が飛行するルートや時間帯によっては予測にばらつきが生じることや、航空機で観測され
た波形情報を補完するスキームの構築などの課題も多い。今後、より高精度な予測システムの構
築を目指すとともに、社会実装に向けた提案を行っていきたいと考えている。 
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